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■業績と計画の総括

（スライド資料の通り）
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■2016/３期 連結・単体ＰＬ実績

当連結会計期間（2015年４月１日～2016年３月31日）は、主に第４四半期の苦戦によって売上・
利益とも計画に及ばず、増収・経常減益となった。

連結売上高は前期比107.5％の1,409億19百万円となった。 ㈱ユナイテッドアローズおよび㈱コー
エンが伸長したものの、他の連結子会社の売上計画未達により、計画に対しては99.7％とわず
かに及ばなかった。

売上総利益率は前期から1.1ポイント下がり、50.8％となった。主に㈱ユナイテッドアローズにおけ
る過去在庫の消化促進や、お客様に支持いただける価格や品ぞろえを優先したため。計画に対
しては0.9ポイントの減となった。これは㈱ユナイテッドアローズにおける原価率改善の遅れ、㈱
コーエンの値引き販売の増加が主な要因。

販管費率は、前期から0.3ポイント、計画から0.5ポイント低減し、42.9％となった。主に㈱UAによる
固定費の減や抑制によるもの。

特別損益は、マイナス７億25百万円となった。減損損失の増により計画よりマイナス幅が増加し
た。但し、前期は減損損失がより多く計上されており、前期比では減少した。

以上の結果、営業利益、経常利益が減益、親会社株主に帰属する当期純利益は増益となった。
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■2016/３期 単体ＰＬ実績

（説明は省略）
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■単体 売上高実績 チャネル別

単体売上高は前期比107.8％、小売＋ネット通販既存店売上高前期比は103.8％となった。

小売が計画に及ばなかったものの、ネット通販、アウトレット等が計画を上回り推移。

売上構成比は、ネット通販が前期より0.7ポイント上昇して12.7％となり、アウトレット等も過去在
庫の消化促進等により、前期より0.7ポイント上昇して13.1％となった。

小売既存店客数は前期比95.8％となったものの、客数を取得できる当社オンラインストアと
ZOZOTOWNの客数を含めて算出すると、小売＋ネット通販既存店客数の前期比は98.5％とな
った。この両サイトでネット通販売上の８割弱を占めており、その他通販サイトの伸びなどを考慮
すると、小売＋ネット通販既存店の客数は前年に近い水準に戻っていると想定される。
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■単体 売上高実績 事業別

全事業が増収し、既存店売上高前期比もクリアとなった。

UA事業ではメンズスポーツやウィメンズドレス、クロムハーツが、GLR事業ではウィメンズ全般が
好調に推移。クロムハーツ事業ではシルバーやゴールドのアクセサリー、アパレル商品が好調に
推移。SBUについては、全般的に苦戦したが、ジュエルチェンジズ、ステーションストアが順調に
推移した。
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■単体 売上総利益率 実績

単体売上総利益率は、前期比1.1ポイント減の50.2％となった。

ビジネスユニット計： 前期の反省から、お客様にご支持をいただける価格設定、品ぞろえを優先
した結果、前期比1.3ポイント減の54.1％となった。当初見込んだ原価率の改善に遅れが見られ
たものの、前年からのマイナス幅は徐々に縮小傾向にある。

アウトレット等：過去在庫の消化促進等に伴い 同じく1.3ポイント減の30.1％となった。アウトレット
店舗での販売に加え、催事販売等を積極的に開催。結果、売上総利益率は下がったが、過去在
庫は順調に消化できた。なお第４四半期はアウトレット等の売上総利益率は前年同期比で改善
した。

その他原価は、前期から3.2億円程度減少した。主な要因は、たな卸資産の低減に伴う商品評価
損の減である。
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■参考：四半期別売上総利益率実績

（説明は省略）
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■単体 販管費実績

単体販管費率は、前期から0.5ポイント減、計画から0.6ポイント減の41.8％となった。

前期比では、直接人件費率の減等により、販管費率が低減している。

計画に対しては、物流費、包装用品費、宣伝販促費、人件費等の減および抑制によって、7.5
億円の減、売上比で0.6ポイントの減となった。
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■連結・単体 BS実績

連結総資産は前期末比103.0％の638億77百万円となった。

連結BSの前期末比での差異要因は以下の通り。

流動資産は、前年同期末比102.2％の423億67百万円となった。これは主にたな卸資産と現預金
の増によるものである。固定資産は、同104.5％の215億10百万円となった。これは営業設備投
資による有形固定資産や長期差入保証金の増、投資有価証券の減によるものである。なお、コ
ーポレートガバナンスコードの適用等も踏まえ、政策保有株式はすべて売却済みである。

流動負債は、同103.6％の249億64百万円となった。これは買掛金や未払法人税等の増、短期
借入金の減によるものである。

固定負債は、同76.5％の51億52百万円となった。これは主に長期借入金の減によるものである
。

長短借入金の残高は、前期末比58.5％の61億46百万円となった。

単体のたな卸資産は、前期末比101.6％となり、当期の単体売上高の伸び（107.8％）を下回る着
地となった。
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■ 連結ＣＦ実績

当期末の現金及び現金同等物は、57億99百万円となった。

営業キャッシュフローは116億円のキャッシュインとなり、前期の47億円のキャッシュインに対して
大きく増加した。主な増加要因は、たな卸資産の増加額が前期に比較し26億円減少したこと、（前
期31億円の増、当期4.9億円の増）、法人税等の支払額が約29億円減少したこと等が挙げられる
。

営業活動によるキャッシュフローは前述のとおり、116億89百万円のキャッシュインとなった。キャ
ッシュインの主な内訳は、税前当期純利益104億円、減価償却費17億円、キャッシュアウトの主な
内訳はたな卸資産の増４億円である。

投資活動によるキャッシュ・フローは、33億51百万円のキャッシュアウトとなった。キャッシュアウト
の主な内訳は新規出店等に伴う有形固定資産の取得20億円や差入保証金の支出７億円である
。

財務活動によるキャッシュ・フローは、81億39百万円のキャッシュアウトとなった。キャッシュアウト
の主な内訳は、配当金の支払23億円、長短借入金の返済43億円と自己株式の取得による支出
14億円である。
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■グループ合計出退店 16/３実績、17/３期計画

2016/３期のグループ合計での新規出店数は35、退店は12、期末店舗数は357となった。

2017/３期のグループ合計出店見込みは17、退店は15、期末店舗数見込は356である。

グループ合計期末店舗数は前期末から減少するが、大型店の出店、既存店の増床、小型店舗
の退店等により、期末売場面積は前期末に対して３％半ば程度増加する見込み。
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■参考：㈱UA 16/3期実績、17/3期計画

（説明は省略）
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■参考：2016/3期の出退店明細

（説明は省略）
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■参考：2016/3期の出退店明細

（説明は省略）
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■グループ会社の進捗

・（株）フィーゴ

売上高は前期比92％の32億円となった。主力ブランドのフェリージにおいて、ビジネスアイテムを
伸ばすことができず、減収減益となった。対して、トートバッグやリュックなどビジネス・カジュアル
兼用アイテムの動きが良くなってきている。お客様の声をより本国に伝え、的確な商品開発を行
なうことにより、増収増益を目指す。

・(株)コーエン（決算月：１月）

売上高は前期比108％の98億円となったものの、減益となった。３Ｑまでは順調に推移したが、11
月以降の４Ｑの秋冬商戦においては、暖冬の影響に加えて、生産のアセアンシフト等によってシ
ルエットや色展開等のトレンド対応に遅れが出た。2016春夏シーズンから８シーズンMDの導入や
㈱ユナイテッドアローズとのトレンド情報の共有などにより、増収増益を目指す。

・UNITED ARROWS TAIWAN LTD. （決算月：１月）

通期業績は概ね計画並みで進捗。認知度の向上や、台湾のお客様の嗜好に合わせた商材の展
開等により、UA、BYとも順調に推移。2016年1月にはアウトレット店舗を出店し、過年度在庫の消
化機能が加わった。新年度は海外初のネット通販店舗のオープンを計画している。

・（株）Designs（決算月：１月）

2016年秋に1号店を出店予定。
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■2017/３期 連結PL計画

増収増益を目指す。

連結売上高は前期比 106.8％の 1,504億円を目指す。㈱UAの小売＋ネット通販既存店売上高
前期比の前提は105.4％である。

売上総利益率は前期から0.9ポイント増の51.7％を見込む。過去在庫の消化コストが平準化す
ることと、原価管理の徹底による改善を目指す。

販管費率は前期から1.2ポイント増の44.1％を見込む。前期までは大幅にコストを抑制した実績
となったが、中長期的な成長を視野に入れて当期に実施すべき案件を精査してコスト投下する方
針。

営業利益は前期比102.6％の113億円、経常利益は前期比102.3％の114億円を目指す。

減損損失の減少見通しに伴い、親会社株主に帰属する当期純利益は前期比106.1％の68億円
を目指す。

なお、連結のEPSについても、特損の減等に伴い、前期比106.1％の228.06円の見込である。
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■参考：2017/３期 連結 上下別PL計画

連結は上期減益、下期増益で通期増益の計画である。

上期減益の要因は、主に販管費の増によるものである。

抑制を行なっていた人件費の増や大型出店に合わせた販促費の増などが挙げられる。
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■参考：2017/３期 単体 売上高計画明細

（説明は省略）
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■2016/３期の経営方針・重点取組課題等

前期の2016/３期は『目の前のお客様大満足』を経営スローガンに掲げた。

また、前期からの継続施策として、「ＭＤ政策の見直し」「価格戦略の見直し」「在庫増加の抑制」
について取組みを進めた。
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■継続施策の進捗状況 ～現在までの結果～

グラフは、UA単体における前期下期から今期４Ｑまでの四半期別の売上・在庫・客数等の推移で
ある。

①：「小売＋ネット通販既存店売上高前期比」

→ 第４四半期の３ヶ月では、101.7％となった。プラスで推移したものの、気温対応に課題を残した
結果となった。

②：「期末たな卸資産前期末比」

→ 2016/３期末は101.6％となった。売上高が7％強増収する中、たな卸資産は売上の伸びを下
回って推移できた。引き続き、在庫内容も改善している。

③：「期末在庫点数前期末比」

→ 2016/３期末は97％となった。引き続き、新規投入で品番数を絞り込んでいることも点数の削減
につながっていると考える。

④：「小売既存店買上客数前期比」

→ 第４四半期の３ヶ月では、94.6％となった。気温対応への課題もあるが、第４四半期は１月、２
月で客数が大きくマイナスしており、これはセールの縮小、短期化によるものも大きい。

また、お客様のＥＣへの移行もより進んでいる。

総括：2016年３月期は第３四半期までは比較的順調に推移してきたものの、第４四半期で見通し
を下回る業績となり、新年度に向けて課題を残す結果になった。
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■2016/３期 総括

売上高：㈱UAについては、前半の説明の通りである。

連結子会社は、特にコーエン、フィーゴで下期に売上が苦戦した。コーエンでは、より的確な商品を投入すべく新年
度より８MDを採用した。フィーゴは、売れ筋商品の変化に遅れを取っていると考えており、対応を進めている。

売上総利益率：2016/３期の業績面での大きな課題と認識。値引ロスは改善したものの、原価管理に課題があると
認識している。新年度は原価管理を徹底することで、売上総利益率の改善を目指す。

販管費：2015/３期から２期連続して抑制を行なっており、営業面や雇用面等で支障のない範囲で抑制を行なった
。2016/３期の単体での販管費率は、41.8％となった。４年前の2012/３期は44.3％あったため、2.5ポイントほど下
がっている。今後は中長期的な成長に向け、適性な水準を探っていく。

営業利益、㈱UAについては、売上総利益率のマイナスによる利益計画の未達、子会社は下期の売上計画未達に
よる利益の未達となった。

続いて、継続施策の総括

８シーズンMD：一部の事業は検証の途中だが、現時点では概ね良好と捉えている。GLRでは明確な効果があった
と考える。他の事業では継続して検証中。８シーズンMDが有効に機能した際のメリットは大きいと判断、今後もより
幅広い事業への適用を進める。

価格戦略：2015/３期のようなお客様の価格へのマイナスイメージは払拭できたと考える。一方、原価管理面の課
題により売上総利益率は低下。価格と価値のバランスをより整えることで、お客様へのご支持をいただきながら、
収益性の改善に努めていきたい。

たな卸資産：「新規投入商品の効率化」、「過去在庫の消化」の両面が進み、在庫内容が改善している。

新規投入商品は前期比で1割強 増加しているが、過去在庫は１割弱、削減している。

また、キャッシュフローも改善した。中長期に向けてはさらなる効率化を目指す。
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■2016/３期総括 新年度に向けて

１．「モノの差別化はまだまだ」

「私たちの服は寒いから買うものではない」＝当社の商品は生活必需品というジャンルではなく、
「嗜好品」に近い。このようなカテゴリーであるからこそ、お客様の高いレベルでのご要望に合致
する商品、わくわくするような商品をご提供しなければならない。そのような商品をお客様の欲し
い時に適切な価格で品揃えできれば、景気・天気といった外部環境に左右されにくい売上・業績
につながる。2016/3期の結果から、モノの差別化はまだまだできていないと捉えている。

２．「ECへのシフトが加速」

2016/３期は、EC売上が前期比で114％、計画比でも104％となった。高い利便性から、ECをご利
用されるお客様は着実に増加している。一方、現時点ではECに対して高い販売機会ロスを発生
させてしまっており、お客様のニーズにお応えしきれていない状況。これも大きな課題である。

３．「実店舗の役割の変化」

ECの発達によって、店舗の役割は着実に変化してきている。ECはご購入される場でもあるが、
ご自宅や移動中に便利に下見ができる場としても活用されている。「店舗はお客様が確実にご
購入される場」という認識が必要。また、ECでは限界のある「接客の付加価値」は更に高まること
は確実。
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■2017/３期 経営方針

これら前年の課題を踏まえて、2017/３期の経営方針は「お客様大満足から大感動へ！」を掲げ
る。実店舗とネット通販を自由に使い分け、いつでもどこでも欲しい商品を入手できる現在におい
て、商品を購入すること以上の心に響く感動をお客様に提供する。

重点取組施策は、

・「モノの差別化」に向けては、「ココロを動かすモノ作り」

・「ECへのシフトが加速」していることに対しては、「驚くほど便利で使いやすいEC」

・「実店舗の役割の変化」に対しては、「感動レベルの接客体験」

の３つを掲げる。

経営方針「お客様大満足から大感動へ！」の補足説明
お客様はECと実店舗を上手に使い分け、いつでもどこでも商品を手に入れられる時代となっています。商品
が手に入る満足感はECでも実店舗でも得られますが、商品を手に入れる以上の心に響く感動は、実店舗で

の接客以外にはないと考えています。また、実店舗における接客サービスは各社が切磋琢磨しており、業界
全般でのサービスのレベルは確実に上がってきています。

これらを背景に、当社ではお客様から継続的なご支持をいただき続けるためには、「ご満足いただく」というレ
ベルから「感動していただく」という次の領域に進んでいかなければならないと考えています。このため、経営
方針として「お客様大満足から大感動へ！」 、重点取組施策として、１．ココロを動かすモノ作り ２．驚くほど
便利で使いやすいEC ３．感動レベルの接客体験 を掲げました。
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■2017/３期 経営方針 １．ココロを動かすモノづくり

前期総括の通り、ネットで商品をご覧になった上で実店舗に来店されるお客様が増加している。

その商品に期待以上の価値を感じていただき、販売員の接客やコーディネート提案で商品以上
の満足を提供できてこそ、お客様の感動が生まれる。

そのために商品企画力を強化して自主企画商品の付加価値を高め、お客様が欲しいときに、欲
しいものが、欲しい価格で、欲しい数を、欲しい所でお求めいただけるよう、ＭＤ精度を高める。

具体的には、８シーズンMDのさらなるブラッシュアップ、トレンド情報の商品政策への落とし込み
、売れ筋商品の機会ロス極小化などに取り組む。
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■ 2017/３期 経営方針 ２．驚くほど便利で使いやすいEC

小売業界のECはこの１～２年で驚くべき進化を遂げている。

当社のECは先進他社に比較し、すでに相当な遅れを取っていると認識。

日進月歩で進化するネット通販の市場環境に対応すべく、ECのサービス向上に取り組む。

実店舗のハウスカード会員とEC会員の統合、ハウスカードアプリとネット通販アプリの統合 など
による利便性の向上を目指す。

ネット通販店舗への在庫配分を拡大させることで、販売機会ロスを極小化。

実店舗においては、店舗在庫を切らした際にお客様へネット通販のご案内が積極的に行えるよ
う、販売員評価制度の構築準備を進める。
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■ 2017/３期 経営方針 ３．感動レベルの接客体験

お客様のご要望に気付き、実行することがお客様の感動につながる。

その気付きと実行が当社の習慣や風土となるよう、

先輩社員が新入社員に教育を行うES（エデュケーター・スチューデント）制度の再構築、

マネジメント層への教育強化、

新入社員や中途入社社員に向けた初期教育の充実など、

各種教育システムを拡充する。

これらの重点課題は、関連部門の行動計画に落とし込まれ、月次で進捗管理を行なうことで、達
成につなげていく。
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■2017/３期 組織変更のポイント

１．商品戦略本部の新設

目的は、全社の商品企画力とMD力の向上。

今のお客様の動向や、今後のトレンド予測などの定性情報分析を行なっている「ファッションマー
ケティング部」と、現在までの販売動向をより詳細に分析している「ＭＤ推進部」を統合、全社の
企画とMD改革をリードする部と位置づけ。

今までは「商品支援本部」として事業の支援やサポートを中心に行なってきた。

「商品戦略本部」とすることで、品質管理や法令対応などのサポート機能は継続しながら、全事
業を横断した商品戦略、価格戦略などを構築していく。

本部長には、現在の当社において、商品企画、MDに最も長けており、当社の商品開発理念を熟
知している前UA本部の本部長が異動し着任した。

２．SBU本部の統合

目的は、各SBUの強化、安定化、見極め

前期まで第一、第二と２本部体制であったが、これを統合し再成長へ向けた新体制でスタート。

各SBUの強化を図るとともに、成長余力、改善余地などを見極める。

本部長には、SPA型モデルでグリーンレーベルを主力事業に育て上げた、前GLR本部長が異動
し専任。

2017/３期はこの体制で経営方針および経営計画の達成を目指す。
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■2017/３期 業績計画のポイント

売上については、今まで説明してきた項目の他、新店は厳選して出店することとした。

グリーンレーベルをはじめ、各事業は既存店の強化に注力する。

今後は小型店舗の出店を抑え、大型店舗の出店、既存店の拡大などにも注力する。

売上総利益率については、「ココロを動かすモノづくり」で掲げた項目に加え、過去在庫レベルの
平準化による値引ロスの低減、原価管理の徹底等を行なうことで、改善を目指す。

販管費については、中長期的な企業価値向上に向けたコストを厳選して投入する。

人件費については、社員採用強化、昇格率の見直しなどを実施。

他にも、重点施策の進捗に向け、必要なコストを投入。

ただし、計画立案の結果、見送った施策もある。

今後の業績動向に応じて検討する。

営業利益、経常利益については、販管費率が上昇するものの、増収および売上総利益率の改
善で増益を目指す。各連結子会社も増収増益を目指す。

たな卸資産については、効率化は継続するが、EC等への戦略的な商品投入を実施する。
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■長期ビジョンについて

当社は、2013年５月に長期ビジョンを開示。主に３つの経営戦略（既存事業の強化、新規事業の
開発、海外への進出）の遂行により、2022年３月期に連結売上高2,200億円、経常利益率１２％、
ROE20％以上を目指す、というもの。

一方、2016/３期は、売上総利益率が連結で50.8％、経常利益率が7.9％となった。長期ビジョン
を策定した2013/３期は、連結での売上総利益率が54.4％、経常利益率は10.9％であった。

増税、円安などもあったが、要因は、それらに迅速に対処できなかった内部にある。

2016/３期の業績、および社内・社外の環境等を勘案し、長期ビジョンについて、戦略面は据え置
くが、数値目標を一旦取り下げることとした。

まずは目の前の課題の解決、改善に最善を尽くす。

ROEについては、2017/３期は20％を目処に目標設定している。その後については、あらためて
検討していく。

中長期的に目指す姿については、今期１年かけて社内で策定し、2017年５月にあらためて中期
経営計画、長期ビジョンという形で示したい。
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■監査等委員会設置会社への移行について

５/９に発表したリリースの通り、当社では、本年６月23日の定時株主総会での承認を前提に、現
在の監査役設置会社から監査等委員会設置会社へ移行する予定。

理由：社外取締役のさらなる活用、適切な権限の委譲を通じて、取締役会のモニタリング機能の
強化と意思決定の迅速化を図るため。

また、この移行に併せて「指名・報酬委員会」を設置する予定。指名・報酬にかかる客観性・透明
性を高めていく。

取締役構成：社内取締役４名（変更なし）、独立社外取締役３名となる予定。現在の独立社外取
締役２名に加え、常勤社外監査役１名が独立社外取締役になる予定。
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